
１　総括
 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

 (3) 特記事項

 (4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

　　　　　　

６，０５１６，１８１

○平成１９年度の期末手当は、特別職０．５月分、一般職０．２５月分減額したものである。

１０５，６０３

千円

５７７，２５３ １９４，８１８

（注） １  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

区分

１８年度 142

　　　 ２　職員数は、平成１８年４月１日現在の人数である。

８７７，６７４

Ａ　

人

１５，９６２

給 与 費

計　　　Ｂ

千円

期末・勤勉手当

千円

給 料

千円

　１７年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

２１．２

（注） １  職員手当には退職手当を含まない。

区　　分

平成

人　

職員手当

１８年度

職員数

平成

歳 出 額

　　　　　　Ａ　

住民基本台帳人口

（平成１８年度末）

岩内町の給与・定員管理等について

実 質 収 支 人 件 費 　（参考）人 件 費 率

６，９４４，５１１ １７．７２３６，１９７ １，２３２，３９１

　　　　　千円

Ｂ　

　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％

Ｂ／Ａ　

　　　 ２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

一人当たり給与費 （参考）類似団体平均

一人当たり給与費Ｂ／Ａ　

千円 千円

(H１４)
９６．０

(H１４)
９６．９

(H1４)
９７．９

(H1９)
９５．４ (H１９)

９４．６

(H１９)
９３．９

90

95

100

105

岩内町 類似団体平均 全国町平均
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成１９年４月１日現在）
　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　②技能労務職

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

北 海 道

国

３２１，７９８４３．５

４３．４ ３３２，３１９

区 分
平 均 給 与 月 額

３４７，６９５ ４２９，３２０

平 均 給 与 月 額平 均 年 齢

４４．３
岩 内 町

３９１，４９７

４０．７

３６３，２４２

３８３，５４１

３７１，１３５

（ 国 ベ ー ス ）

３８０，８８６

類似団体

平 均 給 料 月 額

３８７，２４０

－

公　　　務　　　員

３２５，７２４

民　　間

　岩　内　町

月額（Ａ）

区　　分

５１．９

月　　額

平均給料
平均年齢

平均給与

３９３，５００

４６．３

　類　似　団　体

　国

３１０，９１２

－

　北　海　道

４８．８ ３２０，５１４２８７，０９４

うちその他

４０１，３００３８９，４２９

３９８，４００

うち給食調理員

うち用務員

４０１，３６７５１．６

５４．１０

４２７，４６７

ーー

２２７，５３３

--

４１．５

ー

２５６，１３３

-

５３．９

４２６，３６７

平均給与

月額（Ｂ）

対応する民間
平均年齢

４０８，７６４

４７．３ ２８５，５９９ ３００，１８５ ー -

-

５１．６

-

３４３，９４４３４９，０７７３０７，４１３

調理師

用務員

ー

-

-

-

（国ベース） の類似職種

１．７８

-ー

ー

ー

１．５７

４０８，４６４

Ａ／Ｂ

-

４０１，３００

４０４，９００ ４０４，９００

-

平均給与月額

参　　考
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円 円

円 円

円 円

 (2) 職員の初任給の状況（平成１９年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成１９年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成１６～１８年の３ヶ年平均）

２３２，７００ ２７８，３００

-

- - -

-

中　学　卒

高　校　卒
　技能労務職

区　　　         分

　  ではない。　

うちその他

３，７８８，１６７６，３０６，５８３
うち用務員

１３８，４００

区 分

大　学　卒

１．７８

民　間　　（Ｄ）

　岩　内　町

うち給食調理員

区　　分

Ｃ／Ｄ公務員　　（Ｃ）

　一般行政職

大　学　卒

高　校　卒

　技能労務職
高　校　卒

中　学　卒

　一般行政職

高　校　卒

１２４，５６０

北 海 道

　　　　  の諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　　　　 　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当

１７０，２００ １５３，１８０ １７０，２００

　　　 ２  「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべて 　　　

国

６，６３９，１１９

３，４９７，８３３

　  度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えて試算値である。

- -

（注） １　「平均給料月額」とは、平成１９年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

　　　　  が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

－

６，２１５，１７１

－－

参　　　考

年収ベース（試算値）の比較

－

－

経 験 年 数 ２ ０ 年

３３７，６００

３６８，９００

３４６，８００

経 験 年 数 １ ０ 年

１３８，４００

１２４，５６０

経 験 年 数 １ ５ 年

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているもの

１．６６

－

２６１，１００

１３８，４００

※ 年収ベースの「公務員Ｃ」及び「民間Ｄ」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員において は、前年

岩 内 町

３２７，３００

－
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成１９年４月１日現在）

  

人　

　６．７

３３

部長、教育次長、議会事務局長の職

（注） １　岩内町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

　　　 ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

５　　級

（注）  平成１８年４月に８級制から６級制に変更（旧給料表の１・２級、４・５級をそれぞれ統合）

　　　　５年前の構成で１級職員は０％です。

３２．４

人　 ％　

２１

％　

１　　級

標準的な職務内容 職員数

人　

区　　分

定型的な業務を行う職務
　４

２　　級

３　　級

３４

人　

係長、主任保健師、主任保育士、主任
介護士、主任看護師の職務

相当高度の知識又は経験を必要とする
業務を行う職務

人　
４　　級

高度の知識又は経験を必要とする業務
を行う職務

　７

％　

％　

６　　級
　５．７　６

会計管理者、課長、所長、副所長、館
長、施設長、議会事務局次長、農業委
員会事務局長、書記長、書記次長の職
務

人　

構成比

　３．８

％　

２０．０

３１．４

％　

0.9%3.8% 5.7%
8.4%6.7%

11.4%

35.5%31.4%

6.5%

30.8%
32.4%

4.1%

17.8%20.0%

55.3%

6.6%5.7%

8.9%

8.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成１９年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

８級

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級

4



 (2) 昇給への勤務成績の反映状況
　

４　職員の手当の状況
 (1) 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成１８年度支給割合） （平成１８年度支給割合） （平成１８年度支給割合）

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

 (2) 退職手当（平成１９年４月１日現在）

（退職時特別昇給　　　　　無し　　　　　　）

　・管理職加算　　１０～２５％

月分

２３．５０ ３０．５５

岩 内 町

無 し

５９．２８

北 海 道

　１人当たり平均支給額（平成１８年度）

５９．２８

４１．３４

５９．２８

（注） 　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

３３．５０

国

勤勉手当

月分３．０

（１．６）

月分

期末手当

－
　１人当たり平均支給額（平成１８年度）

１，３４８ １，６７７

勤勉手当期末手当期末手当 勤勉手当

月分

月分３３．５０ ４１．３４

　　（Ｈ１８．１９は凍結）

勧奨・定年

月分

自己都合

月分 ３０．５５２３．５０ 月分

　勤続２５年

（支給率）

　勤続２０年

（１．６） 月分

４７．５０

５９．２８

　勤続３５年

　最高限度額

４７．５０

　その他の加算措置

　勤続２５年

国

月分

月分

月分

月分

１．４５

５９．２８

月分

月分

・定年前早期退職特例措置　２～３０％

千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

月分　勤続３５年 月分

月分月分

５９．２８月分

（支給率） 自己都合

月分　勤続２０年

月分

・定年前早期退職特例措置　２～２０％

月分月分

　・管理職加算　　１０～２５％

月分 （０．７５） 月分（０．７５）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

月分

職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　　５～１５％ 　・役職加算　　５～２０％

３．０１．４５

　・役職加算　　５～２０％

職制上の段階、職務の級等による加算措置

２．３５

（１．６） （０．７５）

１．４５

　１人当たり平均支給額 千円２５，８７９１，４４１

岩　　内　　町

月分

　その他の加算措置

　最高限度額

勧奨・定年
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 (3) 地域手当（平成１９年４月１日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

 （２２年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

 (4) 特殊勤務手当（平成１９年４月１日現在）

 (5) 時間外勤務手当

日額　５００円

　支給実績（平成１８年度決算）

有害鳥獣などの駆除

野犬などの捕獲、処分

４３４

左記職員に対する支給単価

千円

　支給実績（平成１８年度決算）

犬、猫類の捕獲、殺処分及び
死体の処理業務に従事した
職員

主な支給対象職員

有害鳥獣、害虫及び有害は
虫類の駆除業務に従事した
職員

支給対象地域

日額　５００円

千円

千円

千円

４８，３１９

３７５　支給職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算）

感染症の予防及び感染症の
患者に対する医療に関する法
律第６条第１項に規定する感
染症の患者の救護、防疫、処
理等に従事した職員

　支給職員１人当たり平均支給年額（平成１７年度決算）

国の制度（支給率）

主な支給対象業務

　職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１８年度）

　手当の種類（手当数）

感染症の防疫

５７，７０５

３　種　類

手当の名称

日額　５００円

札幌市

国の制度（支給率）

　支給実績（平成１８年度決算）

３ ０

支給率

　支給職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算） -

-

　 ％

　 円

０

支給対象職員数

３

　支給職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算）

４５．１

５５，７６３

千円

東京都特別区

４，５７３

 　円

１４

千円

支給率

１８

東京都特別区

札幌市

支給対象地域

３ ３

１８

　支給実績（平成１７年度決算）

１８
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 (6) その他の手当（平成１９年４月１日現在）

-     円

・管理又は監督
の地位にある職
員に支給

役職に応じ４６，
３００円～１３９，３
００円を支給

-   千円

１８，７２２千円 ５２０，０６６円

９，８６８円１，０１６千円

・１種　５３，２００円　（部長又は部長相当職）

同

住居を借り受け、月額１２，０００円を超える
家賃を支払っているか、自己の所有に属す
る住宅に居住している職員に支給

通勤距離が２㎞以上で交通機関利用又は
自動車等により通勤を常例とする職員に支
給

　 ２，０００円～２４，５００円

・３種　３５，８００円　（課長職又は課長相当職）

祝日及び年末年始に勤務した職員に１時
間当たりの単価に１３５／１００を乗じて得た
額を支給

正規の勤務時間として午後１０時から翌日
午前５時までに勤務した職員に１時間当た
りの単価に２５／１００を乗じて得た額を支給

同

　休日勤務手当

・２種　４２，８００円　（課長職又は課長相当職）

・持ち家　５，０００円

１４９，０７８円

２９，７５０円

異

・持ち家　

１７，２９３千円

９５２千円

新築又は購入か
ら５年間　２，５０
０円

　夜間勤務手当

　日直手当

・勤務　１回につき　４，２００円

正規の勤務時間以外の時間及び休日に本
務に従事しないで庁舎等で設備、備品、書
類などの保全、外部との連絡及び市内の監
視に従事した職員に支給

手　当　名

２１８，３０５円

国の制度と異な
る内容

国の制
度との
異同

支給職員１人当たり

（平成１８年度決算）

平均支給年額

　 月額家賃から１２，０００円を控除した額

　　　　　　　　　　　　 １人のみ　 １１，０００円

　 （支給限度額　２７，０００円）

内容及び支給単価

・月額２３，０００円を超える家賃

同

支給実績

・配偶者　　　　　　１３，０００円

・配偶者以外　　　  ６，０００円

・配偶者がいない場合

扶養親族のある職員に支給

 　の１／２に１１，０００円を加えた額

　 月額家賃から２３，０００円を控除した額

２１，８３１千円

・月額２３，０００円以下の家賃

　扶養手当

（平成１８年度

　　　　　決算）

  までの子１人につき　　　　５，０００円加算

管理又は監督の地位にある職員に支給

　住居手当

・交通機関利用　

　 運賃相当額（上限５５，０００円）

　管理職手当

　通勤手当

・自動車利用

同

・扶養親族でない配偶者がいる場合　　　

　　　　　　　　　　　　　１人のみ　  ６，５００円

・満１６歳の年度初めから満２２歳の年度末

異

同 ３０６千円 ５１，０６１円

7



５　特別職の報酬等の状況（平成１９年４月１日現在）

（参考）類似団体における最高／最低額

円／ 円

（

円／ 円

（

円／ 円

（

円／ 円

（

円／ 円

（

月分

月分

円）

円）

円）

２２６，０００

円）

給
　
　
　
料

区　　　分

町　　　　　 長

円

７５５，０００

円）

８６０，０００

給　　料　　月　　額　　等

５３２，０００

円

円

副　　町　　長

円

６０５，０００

２８２，０００

１７４，０００

４７６，０００

２１８，０００

７１５，０００

３７０，０００

４２０，０００

　給料月額×在職年数×５．３１３ １３，３４６，２５６円

３．８

円

　　（平成１８年度年度支給割合）

　　（平成１８年度年度支給割合）

１８５，０００ ３５０，０００ １５６，０００

３．８

（１期の手当額）

　８，１１９，１００円 退職時

退職時

（支給時期）　　（算定方式）

（注） １　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。

副　　町　　長 　給料月額×在職年数×３．３５５

退
職
手
当

備　　　　　 考

町　　　　　 長

　　 　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合における

　　　　退職手当の見込額である。

議　　　　　 員

報
　
　
　
酬

町　　　　　 長

副　　町　　長期
末
手
当

議　　　　　 長

副　　議　　長

議　　　　　 員

議　　　　　 長

副　　議　　長

６２８，０００
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６　職員数の状況
　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人

人

人

　人口１万人当たりの職員数 ８７．７９

業務統合による減

会計間の異動による増

　人口１万人当たりの職員数 ７４．０９
（類似団体の人口１万人当たりの職員数　６７．８８人）

会計間の異動による減

　＜参考＞

（類似団体の人口１万人当たりの職員数　８８．３３人）

27

10

36

182

5

21

22

25

5

39

△ 1

商 工 6

△ 2

141 △ 2

0

119

民 生

0

農林水産

8

1 1

△ 1

議 会

総 務

税 務

水　　道

計

土 木

教育部門

小　計

衛 生

労 働

△ 2

△ 1

37

1　
公
営
企
業
等

　
　
会
計
部
門 小 計

下水道

その他
（国保・介護）

[　　２００　　］

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

合 計
[　　２００　　］ [　　０　　］ １１０．８３　人口１万人当たりの職員数

　＜参考＞178 △ 4

1

　＜参考＞

△ 2

21

22

0

組織機構の変更による増

組織機構の変更による増

組織機構の変更による減

退職による減

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

9

78

143

8

121

6

26 △ 1

1

0

窓口業務の統合による減

増減数
主　な　増　減　理　由

11

35 △ 1 組織機構の変更による減

　　　　　　　　　区　　　分

　部　　　門

対前年職　　　員　　　数

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

4

9

平成１８年

4

平成１９年

23
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　(2) 年齢別職員構成の状況（平成１９年４月１日現在）

　

 (3) 定員管理の数値目標及び進捗状況
　①　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

（参考）岩内町定員適正化計画における定員管理の数値目標（数・率）

数値目標
計　　画　　期　　間

始期

純　減　数 純　減　率

１８９

人　　 人　　人　　

１７０ １９

％　　

職員数

１７０人平成２２年３月３１日

終期

平成１７年４月１日

未満 31歳27歳

7 20

人

0

人

20歳

平成17年4月1日

職員数

17740 19

人人 人

計

以上

区　分

32歳 36歳

35歳

～ ～～ ～

23歳

52歳

～

20歳 24歳 28歳

～

40歳

～ ～ ～ ～

56歳 60歳44歳 48歳

人

39歳 55歳 59歳43歳 47歳 51歳

人 人 人
職員数

21

人 人 人

2

平成22年4月1日

１０．１

127 23 26

人

0

5

10

15

20

25

2
0
未
満

2
0
歳
〜

2
3
歳

2
4
歳
〜

2
7
歳

2
8
歳
〜

3
1
歳

3
2
歳
〜

3
5
歳

3
6
歳
〜

3
9
歳

4
0
歳
〜

4
3
歳

4
4
歳
〜

4
7
歳

4
8
歳
〜

5
1
歳

5
2
歳
〜

5
5
歳

5
6
歳
〜

5
9
歳

6
0
歳
以
上

構成比

５年前の構成
比

%
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　②　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

７　公営企業職員の状況
　(1)　岩内町水道事業
① 職員給与費の状況

ア　決算

人

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成１９年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

数値目標

１７７ -

１８～１９年

計

１７０１８１

２　年　目

増　減

職員数

１７年

１８９

区　　分
計画始期

１９年

　総費用に占める

　職員給与費比率

　（参考）

　一人当たり

千円　

（注）　１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。

平成１８年度
％　

　める職員給与費比率

　　 　　

１８．６９３４，８１９

　質収支区分

Ａ  　

７，７３７
平成１８年度

千円　 千円　 千円　 千円

３７１，６６６

基　　本　　給

千円　千円　

３４，８１９

　　　　２　職員数は、平成１９年３月３１日現在の人数である。

６ ５，１５５

３７５，６６６

区　　分 平均月収額

岩　内　町

団体平均 ４５．３

平　均　年　齢

４９７，３４６

－

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

５７２，９４３

６，８９５５，８０３

Ｂ　

△８

　純損益又は実

△１２（６３．１％）

給　 料

１７３，７４３

職員数

Ａ　

給　　　　与　　　　費

計　　Ｂ

１０２，５０３

職員手当

２０．０４

期末・勤勉手当

（参考）

％　　

Ｂ／Ａ　

　　　　３　増減は、対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降現年までの職員増減数の累計を示す。

　平成１７年度の総費用に占

職員給与費

１　年　目

千円　千円　

総費用

△４

区分

４４．２

２１，９２７

（注）　１　職員手当には退職手当を含まない。

事　業　者

（参考）市町村平均

一人当たり給与費　給与費 Ｂ／Ａ　

　　　　２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

１８年

－
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③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

イ　退職手当（平成１９年４月１日現在）

（退職時特別昇給　　　無し　　　） （退職時特別昇給　　　無し　　　）

ウ　地域手当（平成１９年４月１日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

 （２２年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

（０．７５） 月分

４１．３４月分

月分（１．６）

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

月分月分

　その他の加算措置 　その他の加算措置

　勤続３５年 ４７．５０

　（加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置

勧奨・定年

　（平成１８年度支給割合）

月分月分

・定年前早期退職特別加算　２～３０％

２．３５

　１人当たり平均支給額（平成１８年度）

岩　内　町　（一般行政職）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置

月分

　（平成１８年度支給割合）

１，３４８

（１．６） 月分 （０．７５） 月分

勧奨・定年

５９．２８

・定年前早期退職特別加算　２～３０％

月分

４１．３４

１，３８７

月分

　１人当たり平均支給額（平成１８年度）

期末手当

月分２．３５

勤勉手当

月分 １．４５

期末手当 勤勉手当

１．４５ 月分

岩　内　町　（一般行政職）

（支給率）

月分　勤続２０年

（支給率）

２３．５０２３．５０

自己都合

月分月分　最高限度額 月分 月分 　最高限度額５９．２８ ５９．２８ ５９．２８ ５９．２８

２５，８７９ 千円　１人当たり平均支給額 - 千円 - 千円 　１人当たり平均支給額 １，４４１ 千円

　支給実績（平成１８年度決算） - 千円

　支給職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算） -  　円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

１４

札幌市 ３ ０ ３

支給対象地域

東京都特別区 １８ ０

支給率 国の制度（支給率）

東京都特別区 １８ １８

札幌市 ３ ３

　勤続２０年

　（加算措置の状況）

岩　内　町　水　道　事　業

３０．５５

自己都合

月分月分 　勤続２５年 ３３．５０

岩　内　町　水　道　事　業

３３．５０

４７．５０

・役職加算　５～１５％

　勤続３５年

　勤続２５年

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

・役職加算　５～１５％

月分 ５９．２８

月分

３０．５５
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エ　特殊勤務手当（平成１９年４月１日現在）

オ　時間外勤務手当

カ　その他の手当（平成１９年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

④ 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　扶養手当

　夜間勤務手当

　　　職員全体で実施してることから　６（３）②を参照
イ　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

　　　職員全体で実施してることから　６（３）①を参照
ア　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

　日直手当

　休日勤務手当

　一般行政職と同じ

　支給実績（平成１７年度決算）

　一般行政職と同じ 同

　通勤手当

　一般行政職と同じ 同

　一般行政職と同じ 同

（平成１８年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

３２３，２５０

千円

一般行政職
の制度との
異同

千円

（平成１８年度決算）

千円

　　７５７

１，２９３

-

-

-

千円 -

-

千円

千円

５３０，８１７

１８９，２５０

千円

　８０，０００

　 円

千円５２

１７，３００

　　３４５ 千円

　支給職員１人当たり平均支給年額（平成１７年度決算） 　　１１５ 千円

　一般行政職と同じ 同

　　１６０

　管理職手当 　　５３１同　一般行政職と同じ

同

同　一般行政職と同じ

　住居手当

５０．０ 　 ％

　手当の種類（手当数） -

一般行政職
の制度と異
なる内容

１，５６４ 千円

　支給職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算） 　　３１３ 千円

　支給実績（平成１８年度決算）

内容及び支給単価
支給実績

手　当　名

　職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１８年度）

　支給実績（平成１８年度決算）

　支給職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算）

-

※平成１９年度から該当する手当はありません。
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